経済法序説(3) by 舟田 正之 et al.
経済法序説⑶
舟 田 正 之

























































［2007］5 頁，戸波江二［2010］19 頁以下，高橋和之［2013］102 頁以下参照。社会的権力と基
本権の関係については，さらにM口陽一［1983］，浅野有紀［2002］，三並敏克［2003］，橋本祐
子［2010］等を参照。














































	） 最判昭和 49・7・19 民集 28 巻 5 号 700 頁。

） 最判昭和 52・12・13 民集 31 巻 7 号 974 頁。
） 最判昭和 62・4・24 民集 41 巻 3 号 490 頁。


































10） 部信喜［2011］3 頁以下，110 頁以下, 部信喜［1978］40 頁等を参照。
11） ヘッセ［1980］11 頁以下。





































ってくる（第章第 1 節五 5参照）。そこでは，新しい法理論ないし法理念が生
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22） zitiert beiMöschel,W., in；Immenga/ Mestmäcker［1981］, Rz. 99. auch vgl.Mestmäcker, E.-
J.［1978］, S. 297ff.；上柳克郎・河本一郎監訳［1980］127 頁（吉見研次翻訳部分）。














































































































































































































































































































































































































































立教法学 第 92 号（2015)
214（77）
38） 東宝・スバル事件＝東京高判昭和 26・9・19 高民 4 巻 14 号 497 頁。本判決における「競争
の実質的制限」については，舟田［1984］参照。








































40） 差し当たり，鈴木孝之［2003］，舟田［2009c］122 頁以下，133 頁以下等を参照。
41） Nipperdey［1965］S. 30. 詳細は，舟田［2009c］40 頁，舟田［1975-77］⑺ 594 頁以下参
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43） 正田彬［1980］298 頁，金井貴嗣［1980］171 頁以下,舟田［2009c］44 頁等を参照。クレイ
トン法と FTC法の制定過程に関する近年の研究として，滝澤紗矢子［2009］がある。



































46） バーリー =ミーンズ［1932］参照。これについては，既に第 1章第 1節四 1で触れたが，本
文の文脈との関係では，川端望［1990］およびそこに所掲の諸文献をも参照。
巨大企業およびそれを支配する少数の人々が，国民経済全体に対し大きな影響





































































































































































理」（doctrine of restraint of trade）が発展した（第 1章第 1節二 2）。これと対照
的に，1897年のドイツ大審院判決は，カルテルが「営業の自由」を定めたド
イツ帝国営業法 1条に違反しないと判示し（第 1章第 1節），これ以来，第二次
世界大戦前までのドイツや日本では，多数のカルテルが存在した（第 1 章第 1




数存在していた（序章 4注 11参照）。しかし，1980 年代頃からの規制緩和の動
きの中で独占禁止法の規制強化が進んで，これらの適用除外規定の多くは姿を





























































（勧告審決昭和 49・2・22 審決集 20巻 300頁）。




事事件＝最判昭和 59・2・24刑集 38巻 4 号 1287頁）。独禁法違反行為に対し，刑
事罰が下された最初の事件である。
他方で，多数の消費者が，これらの違法なカルテルによって被害を受けたと
して，独禁法 25 条または民法 709条に基づき，元売業者に対し損害賠償請求
訴訟を提起したが，因果関係，損害，損害額の立証がないとして請求棄却とな
った（東京灯油事件＝最判昭和 62・7・2民集 41巻 5号 785頁，鶴岡灯油事件＝最


















































25 高民 10巻 12 号 743頁がある）。しかし，市場に対する影響がより小さいとい
う程度にとどまる場合には（「競争減殺」と呼ばれる），「不公正な取引方法」（独
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49） 談合に関する損害賠償等請求事件に係る諸判決は，これに拠っている。最近の例として，奈
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52） 差し当たり，加藤雅信［2002b］302 頁以下，潮見佳男［2010］54 頁以下等を参照。
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72） 東京高判平成 25・11・1 判時 2206 号 37 頁。本判決は上告されたが，最高裁は上告受理決定
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76） 渡辺昭成［2008a］, 渡辺昭成［2008b］, 渡辺昭成［2010］，大久保直樹［2010］，金井貴嗣
［2015］58 頁等の研究を参照。





































78） 詳細については，舟田［2009c］第 16章，第 17章を参照。
79） この点を指摘する者は多いが，差し当たり平林英勝［2012］225 頁を参照。









































































































































































































































































































金井貴嗣「EU市場支配的地位濫用規制の生成」中央ロー・ジャーナル 12巻 1 号 43
頁以下（2015年）→ 金井貴嗣［2015］
金井貴嗣 =川濵 昇 =泉水文雄編『独占禁止法』（弘文堂，第 5版，2015年）
→ 金井貴嗣ほか編『独占禁止法』［2015］
亀本 洋「法におけるルールと原理（一）（二・完）」法学論叢 122巻 2 号 18頁以下
（1987年），123巻 3 号 95頁以下（1988年）→ 亀本洋［1987-88］
川端 望「バーリ &ミーンズ『近代株式会社と私有財産』批判の方法的視点：『所有
と支配』論争との関わりで」東北大学研究年報・経済学 52巻 1 号 83頁以下
（1990 年）→ 川端望［1990］
川濵 昇「独禁法上の抱合わせ規制について⑴」法学論叢 123巻 1 号 1頁以下
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（1988年）→ 川濵昇［1988］
久保欣哉「経済秩序と経済法」一橋論叢 97巻 4 号 479頁以下（1987年）
→ 久保欣哉［1987］
黒川洋行「ヴァルター・オイケンとオルド自由主義の経済政策」経済系：関東学院




慶応大学法学政治学論究 7号 47頁以下（1990 年）→ 小山剛［1990］
小山 剛「制度的基本権理論，その後」ジュリスト 1085号 65頁以下（1996年）
→ 小山剛［1996］
小山 剛『基本権保護の法理』（名城大学法学会，1998年）→ 小山剛［1998］
小山 剛 =駒村圭吾編『論点探求憲法』（弘文堂，第 2版，2013 年）
→『論点探求憲法 第 2版』［2013］
小山 剛「権利の保障と制度の保障」前掲『論点探求憲法 第 2版』［2013］46頁以
下→ 小山剛［2013a］











潮見佳男『不法行為法Ⅰ』（信山社，第 2版，2009 年）→ 潮見佳男［2009］
潮見佳男『基本講義 債権各論 2 不法行為法（ライブラリ法学基本講義）』（新世社，
第 2版第 2刷，2010 年）→ 潮見佳男［2010］
柴田潤子「市場支配的地位の濫用規制についての一考察」日本経済法学会年報 25号
159頁以下（2004 年）→ 柴田潤子［2004］





立大学法学会雑誌 31巻 2 号 347頁以下，32巻 1 号 501頁以下，32巻 2 号 101頁
以下（1990〜1991 年）→ 須藤陽子［1990-91］
須藤陽子「比例原則｣法学教室 237号 18頁以下（2000 年）→ 須藤陽子［2000］
た
高橋和之「『憲法上の人権』の効力は私人間に及ばない 人権の第三者効力論にお




高橋和之「人権規定の『私人間適用』と『第三者効力』」法律時報 84巻 5号 86頁以
下（2012 年）→ 高橋和之［2012］
髙橋 滋「公取委の処分に対する不服申立て 原告適格〔ジュース表示事件〕」経









土佐和生「奈良県談合工事損害賠償等請求事件（奈良地裁，平成 26年 6月 24 日，
平成 24 年(行ウ)第 15号）」公正取引 771 号 58頁以下（2015年）
→ 土佐和生［2015］
戸波江二「制度的保障の理論について」筑波法政 7号 66頁以下（1984 年）
→ 戸波江二［1984］
戸波江二「自己決定権の意義と射程」樋口陽一 =高橋和之（編）『現代立憲主義の展
開 上』（有斐閣，1993 年）325頁以下 → 戸波江二［1993］
戸波江二「国の基本権保護義務と自己決定のはざまで─私人間効力論の新たな展開」








長尾一紘「判例演習 1」法学教室 128号 99頁以下（1991 年）→ 長尾一紘［1991］
中野雅紀「第三者による侵害に対する基本権保護」中央大学大学院研究年報（法学
研究科篇）22 号 1頁以下（1993 年）→ 中野雅紀［1993］
中野雅紀「基本権衝突の問題点」中央大学大学院研究年報（法学研究科篇）23 号 15
頁以下（1994 年）→ 中野雅紀［1994］
中野雅紀「ドイツにおける狭義の基本権構成要件理論」法学新報 102巻 9 号 143頁
以下（1996年）→ 中野雅紀［1996］
中野雅紀「何を基本権は含みうるのか」法学新報 103巻 2・3 号 281頁以下（1997
年）→ 中野雅紀［1997］
西原博史「統合と自由 R. スメントの基本権に関する覚書」早稲田社会科学研究
47号 1頁以下（1993 年）→ 西原博史［1993］




根岸 哲「営業の自由とその制限」竹内昭夫 = 龍田節（編）『現代企業法講座 1巻：
企業法総論』（東京大学出版会，1984 年）251頁以下 → 根岸哲［1984］
は
長谷部恭男『憲法の理性』（東京大学出版会，2006年）→ 長谷部恭男［2006］


















藤田宙靖「E. W. ベッケンフェルデの国家と社会の二元的対立（一）（二）」法学 40







松原光宏「基本権の多元的理論をめぐって（一）〜（四完）」法学新報 103巻 6号 95
頁以下〜103巻 9 号 45頁以下（1997）→ 松原光宏［1997］
松原光宏「私人間効力論再考（一）（二・完）」法学新報 106巻 3・4 号 1頁以下〜
109巻 7・8号 75頁以下（2001〜2003 年）→ 松原光宏［2001-03］
松原光宏「私人間における権利の保障」前掲『論点探求憲法 第 2版』［2013］89頁
以下 → 松原光宏［2013］









バル COE『季刊企業と法創造』25号 106頁以下（2011 年）。http://www.win-cls.
sakura.ne.jp/pdf/25/07.pdf → 水野謙［2011］
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山田卓生「自己決定権をめぐって 佐藤教授に答えて」法学教室 102 号 63頁以下
（1987年）→ 山田卓生［1987b］
山部俊文「ドイツ競争制限禁止法における市場支配的企業の濫用行為の規制につい
て」一橋大学研究年報・法学研究 29 号 3頁以下（1997年）→ 山部俊文［1997］
山部俊文「ドイツ競争制限禁止法における市場支配力のコントロール」ジュリスト
1331 号 113頁以下（2007年）→ 山部俊文［2007］
山村直美「法とパターナリズム」日本法哲学会編『法と強制』（法哲学年報 1982）
（有斐閣，1983 年）→ 山村直美［1983］





COE『季刊 企業と法創造』25号（2011 年）70頁以下 → 山本敬三［2011］











究 8号 67頁以下（2008年）→ 渡辺昭成［2008b］
渡辺昭成「超過価格設定に対する優越的地位の濫用規制の適用」日本経済法学会年
報 31 号 123頁以下（2010 年）→ 渡辺昭成［2010］
渡辺康行「カール・シュミットと現代西ドイツ憲法学 シュミットとハーバーマス







渡辺康行「基本的諸自由の理論 ロールズとアレクシー」法律時報 70巻 12 号 107
頁以下（1998年）→ 渡辺康行［1998］
渡辺康行「『憲法』と『憲法理論』の対話（1）〜（6・完） 戦後西ドイツにおける
憲法解釈方法論史研究 」国家学会雑誌 103巻 1・2 号 1頁以下（1990 年），114
巻 9・10 号 25頁以下（2001 年）→ 渡辺康行［1990］［2001］
渡辺康行「憲法学における『ルール』と『原理』区分論の意義 Ｒ・アレクシーを
めぐる論争を素材として 」樋口陽一ほか（編）『栗城壽夫先生古稀記念・日独憲




Böckenfölde, E.-W., Staat, Verfassung, Demokratie, Surkampf, 1991
→ Böckenfölde［1991］
Immenga/ Mestmäcker, GWB, Kommentar zum Kartellgesetz（1981）
→ Immenga/ Mestmäcker［1981］
Leisner, Watler, Grundrechte und Privatrecht（1960）→ Leisner［1960］
Müller, Hermut, Katellverbot und Grundgesetz, WuW 1953, S. 736
→ Müller, Hermut［1953］
Nipperdey, H. C., Die Grundprinzipien des Wirtschaftsverfassungsrechts, Deutsches
Rechts-Zeitschrift 1950, S. 193ff. → Nipperdey［1950］
Nipperdey, H. C., Die soziale Marktwirtschaft in der Verfassung der Bundesrepublik,
W&W 1954, S. 211ff. → Nipperdey［1954］
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Nipperdey, H. C. in Enneccerus. Nipperdey, Allgemeiner Teil des Burgerlichen
Rechts, 15. Aufl. 1959, § 15Ⅳ 4 → Nipperdey［1959］
Nipperdey, H. C., Soziale Marktwirtschaft und Grundgesetz, 3. Aufl.（1965）, S. 30
→ Nipperdey［1965］
Raisch, Peter, Zum Begriff des Mißbrauchs im Sinne des§ 22 GWB, in:Wettbewerb
als Aufgabe, hrsg. v. Biedenkopf /Hoppmann/Mestmäcker（1968）, S. 365f. →
Raisch, P.［1968］
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